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〜国や他県市等の計画について〜
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P4 国土形成計画（全国計画）

P5 首都圏広域地方計画

P3 ⼤都市戦略

P7 かながわ都市マスタープラン

P15 さいたま新都心将来ビジョン
P23 つくば市都市計画

マスタープラン

P22 茨城県都市計画マスタープラン

P21 茨城県総合計画
『いばらき未来共創プラン』

• 2040年代の⽇本における東京の役割や、東京を取り巻く広域都市圏における都市構造や地域像を考えるためには、国や東京周辺の他県市等にお
いて、どのような都市づくりの計画が提示されているかを把握、考慮し、これらの取組と的確に連携していく必要がある。

• 国や周辺の県市等における主な都市づくりに関する計画等は下図のとおり。詳細は次ページ以降に示す。
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国土のグランドデザイン2050 〜対流促進型国土の形成〜（平成26年7月）

スーパー・メガリージョンと新たなリンクの形成

⽇本海・太平洋２面活用型国土と
圏域間対流の促進

出典）国土のグランドデザイン2050（平成26年７月/国土交通省）

「国土のグランドデザイン2050」では、「コンパクト＋ネットワーク」をキーワードとし、以下のような国土の姿を想定している。
• 数多くの小さな対流が創発を⽣み出し、⼤きな対流へとつながっていく「対流促進型国土」
• リニア中央新幹線の整備により、三⼤都市圏がそれぞれの特色を発揮しつつ一体化し、世界最⼤のスーパー・メガリージョンを形成
• ユーラシアダイナミズムへの対応と災害に強い国土づくりの観点から、⽇本海側と太平洋側の連携を強化

実物空間と知識・情報空間が融合した「対流促進型国土」の形成
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⼤都市戦略（平成27年8月）

「都市再⽣の好循環の加速」（首都圏）

「⼤都市戦略」では、以下のような首都圏の姿を想定している。
• 都市基盤整備が進むとともに、⺠間都市再⽣のストックが点から面に広がり始め、面的なエリアマネジメント活動等によって、更にストックの価値が⾼め

られ都市全体に波及する「都市再⽣の好循環」の萌芽が⾒られる
• 都市再⽣制度の深化等によって好循環を加速させ、⽂化や環境を含む個性的蓄積の厚みを活かし、⼤都市の国際競争⼒を強化
• 交通・ICTに支えられたスーパー・メガリージョンの形成を視野に、各都市が個性的蓄積の厚み＝強みを活かしつつ連携し、我が国の⼤都市の総⼒で

世界のオンリーワン、ナンバーワンを目指す

出典）「⼤都市戦略〜次の時代を担う⼤都市のリノベーションをめざして〜」 平成27年8月 国土交通省 4



国土形成計画（全国計画）（平成27年8月）

出典）新たな国土形成計画（全国計画）〜対流促進型国土の形成〜（平成27年8月/国土交通省）

「国土形成計画（全国計画）」では、「対流促進型国土」を基本コンセプトとして、以下のような姿を想定している。
• リニア中央新幹線による「スーパー･メガリージョン」形成の構想づくり
• ⽇本海・太平洋２面活用型国土の形成

「対流」のイメージ：「個性」と「連携」 グローバルな活躍の拡⼤
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首都圏広域地方計画（平成28年3月）

出典）首都圏広域地方計画 〜対流がもたらす活⼒社会の再構築〜（平成28年3月/国土交通省）

「首都圏広域地方計画」では、「軸」「圏域」「地域群」「対流拠点」の４つの「連携のかたまり」のコンセプトを設定し、以下のような首都圏の姿を想定して
いる。
• 面的な交通ネットワークを最⼤限活用して、「北関東新産業東⻄軸」のような「連携のかたまり」を首都圏全域であまねく創出し、これによって新しい対

流を⽣み出すことで、一極集中型の首都圏を対流型首都圏に転換

「対流型首都圏」を構築するための戦略的空間概念

「対流型首都圏」の構築イメージ
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第5次首都圏基本計画（平成11年3月）

出典）国土交通省HP http://www.mlit.go.jp/crd/daisei/gyoumukaku/index.html
http://www.mlit.go.jp/kokudokeikaku/vision/5th_s_k/k-youshi.html

「第5次首都圏基本計画」（平成11年3月決定）では、以下のような首都圏の姿を想定している。
• 首都圏における地域構造の目標として「分散型ネットワーク構造」が掲げられ、拠点的な都市を中心に、諸機能がバランスよく配置された⾃⽴性の⾼い

地域を形成するとともに、首都圏内外の拠点とも相互の連携・交流によって機能を分担し、補完し⾼めあう地域の構造
• 広域的な連携・交流の要となる都市を広域連携拠点として育成・整備することとしており、このうち東京圏においては、業務核都市を広域連携拠点とし

て育成・整備

7



かながわ都市マスタープラン（平成19年10月）【目標年次：平成37年】

出典）かながわ都市マスタープラン（平成19年10月/神奈川県）

「かながわ都市マスタープラン」では、以下を想定している。
• 東京湾岸地域における交流連携を進めるため、広域的な幹線道路の整備等を推進するとともに、東海道貨物支線の貨客併用化などの京浜臨海部

における鉄道網の充実に向けた検討を進める
• 全国との交流連携を実現する新たなゲ－トとしての機能集積を東海道新幹線新駅（南のゲート）及びリニア中央新幹線駅（北のゲート）の誘致な

どを通じて進めるとともに、これら南北のゲートを結ぶ相模連携軸の整備・強化を図り、県央都市圏域と湘南都市圏域の交流連携を推進する
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横浜市都市計画マスタープラン（全体構想）（平成25年３月）【目標年次：平成37年度】

首都圏における横浜市の位置づけ

出典）新たな横浜市都市計画マスタープラン（全体構想）（平成25年3月5⽇改定） 出典）新たな横浜市都市計画マスタープラン（全体構想）（平成25年3月5⽇改定）

周辺都市との連携と広域的な機能連携軸

「横浜市都市計画マスタープラン（全体構想）」では、以下を想定している。
• ⽻⽥空港に連絡するとともに東海道軸や、県央方面につながる軸、将来のリニア中央新幹線の駅とのアクセスも意識した首都圏南⻄部の都市等を結

ぶ軸など、鉄道や⾼速道路等による広域的な機能連携軸を形成
• 時代の潮流に的確に対応しつつ、昨今の経済や雇用の厳しい状況等を乗り越え、都市の国際競争⼒強化、交流⼈⼝増加、⽣活や活動の場として

の質の向上等の視点で都市づくりを⾏い、都市の活⼒の維持・向上を図る
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横浜市都市計画マスタープラン（全体構想）（平成25年３月）【目標年次：平成37年度】

出典）新たな横浜市都市計画マスタープラン（全体構想）（平成25年3月5⽇改定） 出典）新たな横浜市都市計画マスタープラン（全体構想）（平成25年3月5⽇改定）

都市構造図 都市交通の方針図（鉄軌道）
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横浜市都市計画マスタープラン（全体構想）（平成25年３月）【目標年次：平成37年度】

出典）横浜市都市計画マスタープラン（全体構想）（平成25年３月）

都市活⼒の方針図
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横浜市中期４か年計画 2014〜2017（平成26年12月）

広域的な交通ネットワークの変化とその対応

出典）横浜市中期４か年計画 2014〜2017（平成26年12月）

「横浜市中期４か年計画 2014〜2017」 では、以下を想定している。
• 中央新幹線（リニア）2027年開業
• 神奈川東部方面線2019年開業（東京都心部と直結し、利用者の利便性と速達性を向上）
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川崎市都市計画マスタープラン全体構想（平成19年3月）【目標年次：概ね平成38年度を展望】

「川崎市都市計画マスタープラン全体構想」では以下を想定している。
• 時代の潮流に的確に対応しつつ、昨今の経済や雇用の厳しい状況等を乗り越え、都市の国際競争⼒強化、交流⼈⼝増加、⽣活や活動の場として

の質の向上等の視点で都市づくりを⾏い、都市の活⼒の維持・向上を図る

出典）川崎市都市計画マスタープラン全体構想（平成19年3月）

都市構想方針図
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相模原市広域交流拠点都市推進戦略（平成26年6月）

出典）相模原市広域交流拠点都市推進戦略概要版（平成26年6月/相模原市） http://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/area/koikikoryu/citydev/12.html

• 相模原市では、リニア中央新幹線建設や首都圏中央連絡⾃動⾞道(圏央道)の整備、相模総合補給廠の一部返還等、様々な⼤規模プロジェクト
が進⾏している

• こうした⼤きなポテンシャルを⽣かし、首都圏南⻄部の⽞関⼝として、また、東京都心や関⻄方面、湘南方面等の様々な圏域からの交通網が交差する
内陸ハブシティとしての役割を果たしていくため、橋本駅・相模原駅周辺の一体的なエリアを中心として、「広域交流拠点」の形成に取り組もうとしている

広域圏における広域交流拠点の位置付け

首都圏南⻄部の広域交流拠点

機能分担の方向性
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まちづくり埼⽟プラン〜都市計画の基本指針〜（平成20年3月）【目標年次：平成39年度】

• 「まちづくり埼玉プラン」では、地域が連携した⾃⽴性の⾼い県土を支える「主要交通軸」を設定、利根川・江⼾川・荒川という県土の骨格を成す⼤河
川を「河川環境軸」と設定、これらの軸を勘案して土地利用については「市街地エリア」「⽥園エリア」「⾃然環境エリア」を設定

• 東京都心からの距離に応じて⼈⼝や土地利用の動向などが変化し、多様な地域性を有する本県の特性を踏まえ、３ゾーン・４地域に区分し、県土の
均衡ある発展から、地域の個性ある発展を進めようとしている

県土構造図

出典）まちづくり埼玉プラン〜都市計画の基本指針〜（平成20年3月）

ゾーンの主な特性
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さいたま新都心将来ビジョン（平成26年3月）【運用期間：平成35年度まで】

• さいたま新都心周辺地区と⼤宮駅周辺地区は、⾼次都市機能の集積によりさいたま市の都市活動の基幹的な役割を果たすとともに、首都機能の一
翼を担う「都心」として位置づけられている

• 特にさいたま新都心周辺地区は広域⾏政機能を⽣かしつつ、業務機能や交流機能などの集積によって、首都機能の一翼を担うものとされている

さいたま市の中でのさいたま新都心周辺地区の位置づけ

出典）さいたま新都心将来ビジョン（平成26年3月）
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さいたま市都市計画マスタープラン（平成26年4月）【目標年次：平成42年】
「さいたま市都市計画マスタープラン」では、以下を想定している。
• 「環境」、「⽣活」、「経済」の視点に基づくまちづくりの目標を達成するため、市街地が河川と緑地に囲まれた都市構造を維持するとともに、集約・ネット

ワーク型都市構造の形成を目指す

出典）さいたま市都市計画マスタープラン（平成26年4月）

将来都市構造図
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千葉県総合計画「新 輝け！ちば元気プラン」【平成25〜28年度】（平成25年10月）

特性・可能性を踏まえた5つのゾーン

出典）千葉県総合計画「新 輝け！ちば元気プラン」【平成25〜28年度】（平成25年10月）

千葉県道路網図

出典）千葉県総合計画「新 輝け！ちば元気プラン」【平成25〜28年度】（平成25年10月）

「千葉県総合計画『新 輝け！ちば元気プラン』」では、以下を想定している。
• 東葛（柏・流⼭）・湾岸（幕張）ゾーンと東京方面、空港（成⽥空港）ゾーンと北関東や東京方面の、「⼈・物・財の流れ」
• 圏央道ゾーンのかずさと京浜地域の「⼈・物・財の流れ」
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将来都市構造図（軸）

千葉市都市計画マスタープラン 全体構想（平成28年3月）【目標年次：平成37年度】

• 首都圏の主要な拠点都市として、また、県都として広域的なネットワークの拠点形成や⼤都市にふさわしい、諸機能のバランスのとれた多心型の都市構
造を構築

• 都市の形成において期待される役割や土地利用などの特性に応じた４つのゾーンの区分に基づいて、農業や⾃然環境との調和と保全を図りながら、集
約型都市構造の実現をめざす

出典）千葉市都市計画マスタープラン 全体構想（平成28年3月）

将来都市構造図（ゾーン）

将来都市構造図（都心・拠点）

19



千葉市都市計画マスタープラン 全体構想（平成28年3月）【目標年次：平成37年度】

京葉線とりんかい線の直通運転

出典）千葉市都市計画マスタープラン 全体構想（平成28年3月）

「千葉市都市計画マスタープラン 全体構想」では、以下を想定している。
• 渋⾕・新宿方面への広域な移動の利便性と速達性を⾼めるため、JR 京葉線と東京臨海⾼速鉄道りんかい線の相互直通運転の実現を促進
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柏市都市計画マスタープラン（平成21年6月）【目標年次：概ね平成41年度まで】

• ⽣活圏のつながりや連携による多核的ネットワーク構造を『柏版コンパクトシティ』の概念とし、「低炭素型都市づくり」及び「次世代型まちづくり」を推進
• 柏版コンパクトシティでは、⽣活圏の中心である「都市拠点、地域拠点、⽣活拠点」に都市機能を集約し、徒歩圏において様々な都市サービスを提供
• 「都市軸、道路網」によって、各⽣活圏を移動しやすいネットワークの構築や充実を図り、都市全体の魅⼒向上や活⼒あふれる都市づくりを推進

出典）柏市都市計画マスタープラン（平成21年6月）

将来都市構造図
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茨城県総合計画『いばらき未来共創プラン』（平成28年3月）【目標年次：平成62年】

「茨城県総合計画『いばらき未来共創プラン』」では、以下を想定している。
• ⾼規格幹線道路網の完成と、地域⾼規格道路や主要な幹線道路の整備が進み、広域交流と地域間連携を支える道路ネットワークを構築
• つくばエクスプレスが東京まで延伸し、リニア中央新幹線とのアクセス性が⾼まり、⼤阪・名古屋といった三⼤都市圏等とのネットワークが飛躍的に向上
• 東京都心との道路・鉄道網が強化され、有事の際の東京の都市機能のバックアップや被災者の受入れ、⼈員・物資の輸送等の備えが整う

茨城県総合計画の目指す2050年頃のいばらきの姿

出典）茨城県総合計画『いばらき未来共創プラン』
（平成28年3月）
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茨城県都市計画マスタープラン（平成21年12月）【目標年次：平成37年度】

「茨城県都市計画マスタープラン」では、以下を想定している。
• 縦軸となる常磐広域連携軸を主として、北・東関東広域連携軸と首都圏環状広域連携軸の横軸が結びつき、港湾や空港と連動することにより県内

外をつなぐ広域連携ネットワークを形成

都市・地域と広域連携ネットワーク

出典）茨城県都市計画マスタープラン（平成21年12月）
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つくば市都市計画マスタープラン2015（平成28年）【目標年次：平成47年度】

• つくば市の将来都市構造は、土地利用の特性により市域を４つのゾーンに分けるとともに、市街地規模や都市機能に応じた４種類の拠点、２つの都
市軸、２つのネットワークを設定し、これらを組み合わせることにより、つくば市型の「多極ネットワーク型コンパクトシティ」の構築を図り、「つくば市未来構
想」で定めた“ハブアンドスポーク型”都市構造を目指す

出典）つくば市都市計画マスタープラン2015
（平成28年）

将来都市構造図
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国や他県市等における計画の概要（整理）
計画等 策定時期 概要

国土のグランドデザイン2050 平成26年7月 • 「コンパクト＋ネットワーク」により「対流促進型国土」を形成。
• リニア中央新幹線により三⼤都市圏が一体化した「スーパーメガリージョン」を形成。

⼤都市戦略 平成27年8月 • 「都市再⽣の好循環」を加速させ、個性的蓄積の厚みを活かし、世界のオンリーワン、ナンバーワンを目指す。
国土形成計画（全国計画） 平成27年8月 • 「対流促進型国土」を基本コンセプトとして「スーパーメガリージョン」「⽇本海・太平洋2面活用型国土」を形成。

首都圏広域地方計画 平成28年3月 • 「軸」「圏域」「地域群」「対流拠点」の4つの「連携のかたまり」をコンセプト。
• 「北関東新産業東⻄軸」のような「連携のかたまり」を首都圏全域であまねく創出。一極集中型の首都圏を対流型都市圏に転換。

第5次首都圏基本計画 平成11年3月 • 「分散ネットワーク構造」を提示。広域的な連携・交流の要となる都市を「広域連携拠点」として育成・整備（首都圏では業務核
都市）。

かながわ都市マスタープラン
（改定） 平成19年10月 • 東京湾岸地域のける交流連携を進めるため、広域幹線道路や鉄道網を充実。

• 南のゲート（東海道新幹線新駅）と北のゲート（リニア中央新幹線新駅）を結ぶ相模連絡軸を整備・強化。
横浜市都市計画マスタープラン
全体構想 平成25年3月 • 東海道軸、県央方面につながる軸、首都圏南⻄部の都市等を結ぶ軸など、広域的な機能連携軸を形成。

横浜市中期4か年計画 平成26年12月 • 中央新幹線（リニア）2027年開業、神奈川東部方面線2019年開業を計画。
川崎市都市計画マスタープラン
全体構想 平成19年３月 • 都市の国際競争⼒強化、交流⼈⼝増加、⽣活や活動の場としての質の向上等。

相模原市広域交流拠点都市推進
戦略 平成26年6月 • リニア中央新幹線、圏央道等の⼤規模プロジェクトを活かし、内陸ハブシティを形成。

• 橋本駅・相模原駅周辺の一体的エリアを中心として「広域交流拠点」を形成。

まちづくり埼玉プラン 平成20年3月 • 東京都心からの距離に応じて⼈⼝や土地利用の動向などが変化し、地域性が異なることから、３ゾーン・４地域に区分し、県土の
均衡ある発展から、地域の個性ある発展を進める。

さいたま新都心将来ビジョン 平成26年3月 • 首都機能の一翼を担う都心として、広域⾏政機能、業務機能、交流機能等を集積。
千葉県総合計画 平成25年10月 • 東葛、湾岸ゾーンと東京方面、成⽥空港ゾーンと北関東や東京方面、圏央道ゾーンのかずさと京浜地域との「⼈・物・財の流れ」。
千葉市都市計画マスタープラン
全体構想 平成28年3月 • 首都圏の主要な拠点都市として、広域的なネットワークの拠点形成や諸機能のバランスのとれた多心型の都市構造を構築。

柏市都市計画マスタープラン 平成21年6月 • ⽣活圏のつながりや連携による多核的ネットワーク構造を「柏市コンパクトシティ」の概念とする。

茨城県総合計画 平成28年3月 • 北関東⾃動⾞道をはじめとした⾼規格幹線道路、重点港湾、空港など、陸・海・空の広域交通ネットワークを活用し、県内と国内
外との結びつきが一層強まり、物流、観光、⽂化等の分野における交流を促進。

茨城県都市計画マスタープラン 平成21年12月 • 縦軸となる常磐広域連携軸を主として、３つの横軸が結びつき、港湾や空港と連動することにより県内外をつなぐ広域連携ネット
ワークを形成。

つくば市都市計画マスタープラン 平成28年 • 「多極ネットワーク型コンパクトシティ」の構築を図り、「ハブアンドスポーク型」の都市構造を目指す。
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〜宅地等の需給について〜

【1】住宅の需給について
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2040年代

東京都の⼈⼝の⾒通し

• ⾼齢化率は、2015年の23%から、2040年には33%、2050年には38%となると予測されている。

23%

33%
38%

東京都の年齢階級別⼈⼝の推移

出典：東京都長期ビジョン（平成26年12月/東京都）に加筆 27



東京都の地点別⼈⼝の⾒通し
• ⼈⼝の変化を1kmメッシュでとらえると、地域によって増減に違いがある。

出典：国土数値情報 将来推計人口メッシュデータ（平成26年度国土交通省国土政策局推計）より作成 28



人口減少・少子高齢化に伴う世帯数の減少・世帯類型の多様化

出典）良質なマンショストックの形成促進計画 （平成28年３月/東京都）

• 世帯数は、単独世帯の増加を背景に2030年頃をピークとして増加するが、その後、⼈⼝減少の影響により世帯数も減少すると⾒込まれている。
• 標準世帯※を含む「夫婦と子供の世帯」が2015年頃から減少し続けると予測されており、「単独世帯」「その他の世帯」は2035年頃から、「夫婦のみの

世帯」についても2050年頃から減少に転じると予測されている。

家族類型別世帯数の推移
※「標準世帯」： 夫婦と子供2⼈の世帯。
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住宅数 新設住宅着工戸数（右軸）

（千戸） （千戸）

住宅ストックの増加
• 東京都における新設住宅着⼯⼾数は、昭和26年には3万⼾/年程度だったが昭和後半〜平成においては、15〜20万⼾/年程度で推移している。
• 住宅数は昭和33年には180万⼾程度だったが、その後伸び続け、平成25年には700万⼾を超えている。

住宅数および新設住宅着⼯⼾数の推移（東京都）

出典）住宅・土地統計調査、住宅着⼯統計より作成
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世帯数の減少と住宅ストックの増加によるギャップの発⽣・拡⼤

出典）平成２５年住宅・土地統計調査 東京都の概要

• 平成25年時点において、総住宅数が736万⼾、総世帯数が651万世帯となっており、総住宅数が総世帯数を⼤きく上回っており（約85万⼾）、こ
のギャップは年々拡⼤してきている。

総住宅数、総世帯数及び1 世帯当たり⼈員の推移
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空き家の増加

出典）良質なマンショストックの形成促進計画（平成28年３月/東京都）

• 世帯数と住宅ストックとのギャップにより、都内でも空き家が増加し、⽣活環境の悪化や地域活⼒の衰退が懸念されている。
• 空き家数は平成25年時点で約82万⼾であり、総住宅数と総世帯数のギャップに相当する。

空き家総数81.7万⼾の内訳住宅ストック数、世帯数、空き家率の推移
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地域別に異なる空き家の発⽣状況
• 空き家数について、⼤⽥区、世⽥⾕区で50,000⼾を上回る。
• 空き家率について、区部では千代⽥区、⼤⽥区、中野区、豊島区等7区で、多摩では武蔵野市、⻘梅市、⽇野市、国⽴市、福⽣市等9市で全国

平均を上回る。

空き家数及び空き家率（平成25年住宅・土地統計調査より）

出典）東京の土地２０１４（土地関係資料集）（平成27年/東京都） 33



将来の空き家増加の⾒込み

• 今後は空き家数も増加していくことが⾒込まれる。2008（平成20）年時点で約75万⼾ある都内の空き家は、約40年後の2050（平成62）年に
は倍増し、170万⼾を超える⾒通しである。空き家率も全ての地域で上昇し、多くの地域で２割を超え、３割近くに達する地域もある。

空き家率の将来推計

出典）東京の⾃治のあり方研究会「最終報告」 （平成27年3月/東京の⾃治のあり方研究会）
34



居住・滞在に対する新たなニーズ（訪日外国人・高齢者）
• 2020年における訪⽇外国⼈数が2,500万⼈と仮定した場合、観光宿泊施設が不⾜しているとの予測がなされている。政府は2020年のインバウンド

目標を2,000万⼈から3,000万⼈にひきあげており、いっそうの宿泊施設不⾜が予想される。
• 東京都の福祉サービス利用者（施設サービス利用者及び居住系サービス利用者）は平成37（2025）年にかけて⼤きく増加すると予測されており、

特に居住系サービスの利用者数の増加スピードが著しい。

宿泊施設の不⾜

出典）宿泊需給の状況について（平成27年12月/観光庁）

⾼齢者施設・居住サービス利用者数の⾒込み

出典）「東京都⾼齢者保健福祉計画（平成27年度〜平成29年度）」（平成27年3月/東京都） 35



〜宅地等の需給について〜

【2】オフィスの需給について
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オフィス床面積は緩やかに増加

出典）東京の土地２０１４（土地関係資料集）（平成27年/東京都）

• 平成26年1月1⽇時点で、23区内の事務所床面積は、約9,173万平方メートルで、平成25年の約9,142万平方メートルに対し、約31万平方メー
トル増加。

• 床面積の割合は都心3区で約50％を占める。

事務所床面積の推移（区部） 事務所床面積の割合（区部）
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⽣産年齢人口は減少
• 国が目指す「東京圏と地方の社会移動の均衡」が実現した場合、2050年までに区部の⼤半の地域で⽣産年齢⼈⼝が半減。仮に出⽣率が⼤幅に

回復しても、⽣産年齢⼈⼝の３〜４割の減少は不可避と予想されている。
• 一方、「一般的に⾼齢と思う年齢」は、平成25年時点でも70歳以上と考えている⼈が半数を超えており、今後、⾼齢者の就業に対する意欲、機会も

増えてくることが想定される。

国が掲げる目標が実現した場合の⽣産年齢⼈⼝の動き

出典）東京の⾃治のあり方研究会「最終報告」 （平成27年3月/東京の⾃治のあり方研究会）

一般的に⾼齢と思う年齢

出典）⾼齢期に向けた「備え」に関する意識調査（平成25年/内閣府）

注）地方創⽣シナリオ①：出⽣傾向は変化せず、東京と地方の社会移動均衡が図られた場合
地方創⽣シナリオ②：国⻑期ビジョンで想定する出⽣傾向の回復が⾒られ、東京と地方の

社会移動均衡が図られた場合
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〜時間距離短縮による広域化の進展について〜
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時間距離短縮の進展

資料提供）東京⼤学 清水英範⽒、東北⼤学 井上亮⽒

• 東京⼤学清水英範⽒・東北⼤学井上亮⽒により作成された、1965年から2011年の間の鉄道時間距離データによる時間地図（地点間の時間距
離を地図上の距離によって表現）では、鉄道網整備が進むにつれて⽇本列島全体の時間距離が⼤幅に縮んだ様子が表現されている。

「時間地図」で⾒る鉄道網の⾼速化

• ⾼速道路、⾼速鉄道や航空ネットワークの発達により、東京と⽇本各地の間の時間距離は著しく短縮してきており、今後もリニア中央新幹線等による
時間距離短縮が⾒込まれる。2040年代の⽇本における東京の役割と都市づくりを考えていく上では、このような状況を踏まえ、より広域を視野に入れ
都市づくりを考えていく必要がある。
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時間距離短縮による交流⼈⼝増加の進展

出典）国土交通省 第５回交通の諸問題に関する検討会 資料5-1-2（平成23年12月）

• 全国各地域の中心から4時間で到達可能な⼈⼝が全⼈⼝に占める割合（「交流率」）は、新幹線開業等に伴う移動時間の短縮により、着実に上
昇している。

• 東京都の区部や市町村部の「交流率」は⾼い水準にあり、特に区部については2000年以降、75%以上となっている。

総合的な移動時間の短縮
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